
 

名古屋大学大学院法学研究科 
 公共政策論 教授または准教授 公募要領 

1 募 集 件 名 
教授または准教授の公募 
（公共政策論：行政学分野を中心とし、データ・サイエンス的手法を用いることが
できること） 

2 所 属 大学院法学研究科総合法政専攻 

3 募 集 内 容 

[職務内容（業務内容、担当科目等)] 
＜法学部＞ 
・公共政策論または行政学に関わる日本語授業科目（４単位）の担当 
・演習（４単位）の担当 
・公共政策論または行政学に関わる留学生向け英語授業科目（２単位）の担当 
・その他、1 年生向けオムニバス講義や、全学教育科目の政治学関連科目（２単位）
を担当する場合もある 
＜大学院法学研究科＞ 
・公共政策論または行政学に関わる日本語授業科目（４単位）の担当 
・修士論文・博士論文の指導（日本語・英語）など 
＜その他＞ 
・各種の学内業務の担当  

[勤務地]    愛知県名古屋市千種区 
[募集人員]   教授または准教授・1名 
[着任時期]   2025年 4 月 1日 

4 
募 集 研 究 
分 野 

大分類   政治学 

小分類   公共政策論、行政学 

5 勤 務 形 態 常勤（任期なし） 

6 応 募 資 格 

[必要な特定分野の資格・条件（学位などを含む）・専門性等の詳細] 
・公共政策論や行政学分野に関する博士の学位またはそれに相当する能力を有
していること。 

・データ・サイエンスを中心とした方法に基づいた研究能力を有していること。 
・英語による専門科目の授業を担当する能力または教育の経験があること。 
・大学院において、留学生を含む学生の、さまざまな国際的関心に対応した教育
を担当する能力を有していること。 

・日本語によって学内業務を遂行できること。 

7 待 遇  

[採用後の待遇（給与、勤務時間、休日、雇用期間、保険等）] 

・東海国立大学機構職員就業規則の定めるところによる。 
 https://education.joureikun.jp/thers_ac/act/frame/frame110010928.htm  

・給与は東海国立大学機構名古屋大学年俸制適用教員給与規程による年俸制。 
 https://education.joureikun.jp/thers_ac/act/frame/frame110001585.htm 



8 応 募 期 間 2023年 12 月 27日～2024 年 3月 22 日 必着 

9 
応募・選考 
結 果 通 知 
連 絡 先 

[応募方法（提出書類の送付先）] 
 1. 履歴書（書式自由） 

2. 研究業績リスト（書式自由） 
3. 主要な研究業績（5 点まで） 

上記応募書類を応募期間内（必着）に以下へ郵送または電子応募（電子応募の場合
は、JREC-IN Portal を利用）。郵送の場合は、封筒に「公共政策論応募書類在中」
と、朱字にて明記のこと。 
◇書類郵送先 
 〒464-8601 
 名古屋市千種区不老町  
名古屋大学大学院法学研究科 法学研究科長（矢野昌浩）宛 

◇問い合わせ先 
 E-mail: publicpolicy-jinji@law.nagoya-u.ac.jp  

[選考内容（選考方法、採否の決定）] 
・書類選考の上、面接を実施する。 
・面接は、原則として対面で行う。ただし、場合によってオンラインで実施するこ
ともあり得る。 
・面接実施者については、電子メール等で連絡を行う。 

10 そ の 他 

・名古屋大学は業績(研究業績、教育業績、社会的貢献、人物を含む。）の評価におい
て同等と認められた場合には、女性を積極的に採用します。 
・提出された書類については、本選考以外の目的には使用しません。 
・応募書類は、本選考委員会が責任を持って処分し、返却しません。 
・面接に要する交通費は支給しません。 

 


